
科 目 金 額 科 目 金 額

（資産の部） 千円 （負債の部） 千円

流　動　資　産　　 23,370,668 流　動　負　債　 422,114

現 金 及 び 預 金 5,064,668 買 掛 金 957

売 掛 金 224,002 リ ー ス 債 務 1,937

有 価 証 券 3,000,000 未 払 法 人 税 等 111,529

製 品 36,587 未 払 金 28,022

貯 蔵 品 43,295 未 払 費 用 269,883

前 払 費 用 3,085 未 払 賞 与 7,952

預 け 金 14,740,416 預 り 金 1,295

未 収 入 金 17,665 前 受 金 535

未 収 消 費 税 等 43,055

立 替 金 197,862

そ の 他 31

固　定　資　産　 560,132 固　定　負　債　 5,708,453

有形固定資産 543,244 リ ー ス 債 務 6,890

建 物 0 退 職 慰 労 金 引 当 金 64,577

構 築 物 0 退 職 給 付 引 当 金 45,947

坑 井 0 長 期 預 り 金 6,250

機 械 装 置 0 繰 延 税 金 負 債 308,941

船 舶 0 資 産 除 去 債 務 5,275,847

車 輌 運 搬 具 0

工 具 器 具 備 品 654

土 地 542,589 負   債   合   計 6,130,568

（純資産の部）

投資その他の資産 16,888  株主資本 17,800,233

貸 与 固 定 資 産 0 資 本 金 5,963,000

長 期 未 収 入 金 5,338 利 益 剰 余 金 11,837,233

そ の 他 11,549 　利益準備金 1,490,750

　その他利益剰余金 10,346,483

探 鉱 準 備 金 866,343

別 途 積 立 金 7,800,000

繰越利益剰余金 1,680,140

純　資　産　合　計 17,800,233

資   産   合   計 23,930,801 負債及び純資産合計 23,930,801

*千円未満切捨て表示を採用しています。
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貸　借　対　照　表

（2026年3月31日現在）

東京都千代田区丸の内1丁目7番12号
  日本海洋石油資源開発株式会社
   代表取締役社長　 山下 通郎



科　　　目

千円

1,870,738

1,723,740

146,998

108,867

302,526

△ 98,590 312,803

165,805

106,093

17,665

130,394

2,922 257,076

54,307

0 54,307

36,964

36,964

300,350

△ 70,078 230,272

193,308

*千円未満切捨て表示を採用しています。
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販 売 費 及 び 一 般 管 理 費

損　益　計　算　書

 自　2025年 4月 1日

 至　2026年3月31日

金　　　額

売 上 高

売 上 原 価

売 上 総 利 益

そ の 他

販 売 費

一 般 管 理 費

オ ペ レ ー タ ー 管 理 費

営 業 損 失

営 業 外 収 益

受 取 利 息

受 取 配 当 金

操 業 設 備 貸 与 収 入

営 業 外 費 用

操 業 設 備 貸 与 原 価

そ の 他

経 常 利 益

税 引 前 当 期 純 利 益

法人税、住民税及び事業税

法 人 税 等 調 整 額

当 期 純 損 失



探鉱準備金 別途積立金 繰越利益剰余金

千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円
当期首残高 5,963,000 1,490,750 1,102,504 7,800,000 2,233,587 12,626,841 18,589,841 18,589,841

　剰余金の配当 △596,300 △596,300 △596,300 △596,300

　探鉱準備金の積立

　探鉱準備金の取崩 △236,160 236,160 - - -

　別途積立金の取崩

　当期純利益 △193,308 △193,308 △193,308 △193,308

株主資本以外の項目の
当期変動額(純額）

当期変動額合計 △236,160 △553,447 △789,608 △789,608 △789,608

当期末残高 5,963,000 1,490,750 866,343 7,800,000 1,680,140 11,837,233 17,800,233 17,800,233

*千円未満切捨て表示を採用しているため、当期変動額合計は必ずしも一致しません。

- 3 -

純資産
合　計

株主資本等変動計算書
（自2025年4月1日  至2026年3月31日）

 株 主 資 本

資本金

利益剰余金

株主資本
合　計利益準備金

その他利益剰余金 利益剰余金
合　計
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個  別  注  記  表

1. 重要な会計方針に係る事項に関する注記

（ 1） 資 産 の 評 価 基 準 及 び 評 価 方 法

有 価 証 券

そ の 他 有 価 証 券 市場価格のない株式等以外のものにつ

いては、事業年度の末日の市場価格等

に基づく時価法（評価差額は全部純資

産直入法により処理し、売却原価は移

動平均法により算定）を採用しており

ます。市場価格のない株式等について

は、移動平均法に基づく原価法を採用

しております。 

棚 卸 資 産 評価基準は原価法（収益性の低下によ

る簿価切下げの方法）によっておりま

す。

製 品 先 入 先 出 法 

貯 蔵 品 移 動 平 均 法 

（ 2） 固 定 資 産 の 減 価 償 却 の 方 法

有 形 固 定 資 産 定率法 

（リース資産を除く） ただし、1998 年 4 月 1 日以降に取得し

た建物（建物附属設備を除く）並びに

2016 年 4 月 1 日以降取得した建物附属

設備及び構築物については定額法によ

っております。 

無 形 固 定 資 産 自社利用のソフトウェアについては、社内にお

ける利用可能期間（5 年）に基づく定額法によ

っております。

貸 与 固 定 資 産           定率法 

ただし、1998 年 4 月 1 日以降に取得し

た建物（建物附属設備を除く）並びに

2016 年 4 月 1 日以降取得した建物附属

設備及び構築物については定額法によ

っております。 

リ ー ス 資 産 所有権移転外ファイナンス・リース取引にかか

るリース資産 

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とす

る定額法を採用しております。
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（ 3） 引 当 金 の 計 上 基 準 

退 職 慰 労 金 引 当 金           役員の退職慰労金の支給に充てるた

め、役員退職慰労金内規に基づく期末

要支給額を計上しております。 

退 職 給 付 引 当 金           従業員（出向者を除く）の退職給付に

備えるため、当事業年度末における退

職給付債務に基づき計上しておりま

す。 

（ 4） 収 益 及 び 費 用 の 計 上 基 準

当社は保有する油ガス田から採取した石油及び天然ガスの販売を行っており、顧

客との販売契約に基づき製品を引き渡す履行義務を負っております。顧客に製品

を引き渡す時点において顧客が製品に対する支配を獲得し、履行義務が充足され

ると判断しており、引渡時点で収益を認識しております。

収益は顧客との契約による取引価格に基づき認識しており、取引の対価は履行義

務の充足後、1 年以内に支払を受けている為、重要な金融要素を含んでおりませ

ん。

2. 収益認識に関する注記

（ 1） 収益を理解するための基礎となる情報

「重要な会計方針に係る事項に関する注記」の「収益及び費用の計上基準」に記載の

通りです。 

3. 会計上の見積りに関する注記

（ 1） 繰延税金資産の回収可能性

① 当事業年度の計算書類に計上した金額

繰延税金資産（繰延税金負債と相殺前の金額） 43,715 千円 

② その他会計上の見積りの内容の理解に資する情報

繰延税金資産は、将来の合理的な見積可能期間において、将来減算一時差異及

び将来加算一時差異の解消見込年度のスケジューリングを行い、当該見積可能

期間の課税所得の見積額に基づき、回収可能性を判断しております。課税所得

の見積りの基礎となる仮定のうち、原油価格及び天然ガス価格は見積りの不確

実性が高く、課税所得が見積りと異なった場合、繰延税金資産の回収可能性の

判断に重要な影響を与える可能性があります。

（ 2） 資産除去債務

① 当事業年度の計算書類に計上した金額

資産除去債務 5,275,847 千円
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② その他会計上の見積りの内容の理解に資する情報

岩船沖油ガス田における将来の洋上プラットフォームの撤去及び坑井の廃坑

に係る費用（以下、撤去等に係る費用）に関し将来キャッシュ・フローを見

積り、資産除去債務を計上しております。

経済状況の変動等により、撤去等に係る費用の見直しが必要となる場合、資

産除去債務の金額に重要な影響を与える可能性があります。

4. 会計上の見積りの変更に関する注記

（ 1）資産除去債務の見積りの変更

当事業年度における物価上昇を考慮し、事業終了時に必要とされる撤去等に係る費

用に関して見積りの変更を行い、当該見積りの変更による増加額 715,978 千円を変

更前の資産除去債務残高に加算しております。なお、当該見積りの変更により、当

該事業年度の売上原価は 715,978 千円増加し、営業利益、経常利益及び税引前当期

純利益は、それぞれ 715,978 千円減少しております。

5. 貸借対照表に関する注記

（ 1） 有形固定資産等に係る減価償却累計額

有形固定資産の減価償却累計額 11,524,227 千円 

貸与固定資産の減価償却累計額 1,634,030 千円 

（ 2） 関 係 会 社 に 対 す る 金 銭 債 権 債 務

短 期 金 銭 債 権 15,105,463 千円 

短 期 金 銭 債 務 60,391 千円 

長 期 金 銭 債 権 9,841 千円 

6 . 損益計算書に関する注記

（ 1） 関係会社との取引高

営 業 取 引 高（営業収益） 1,870,738 千円 

営 業 取 引 高（営業費用） △87,479 千円

営 業 取 引 以 外 の 取 引 高 215,787 千円

（ 2） 売上高のうち、顧客との契約から生じる収益の額は、 1,870,738 千円です。

（ 3） 棚卸資産の収益性の低下による簿価切下額

売上原価には、収益性の低下による簿価切下げにより、 573 千円の棚卸資産評

価損が含まれております。
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7. 株主資本等変動計算書に関する注記

（ 1） 当事業年度の末日における発行済株式数

普通株式 11,926,000 株 

（ 2） 当事業年度に行った剰余金の配当

配当金の総額  596,300 千円 

一株当たり配当額     50 円 

基 準 日  2025 年 3 月 31 日 

効力発生日 2025 年 6 月 25 日 

（ 3） 基準日が当事業年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌事業年度と

なるもの

2026 年 6 月 22 日開催予定の定時株主総会決議による配当に関する事項

配当金の総額 596,300 千円 

一株当たり配当額 50 円 

配当原資 利益剰余金

基 準 日  2026 年 3 月 31 日 

効力発生日 2026 年 6 月 23 日 

8 . 金融商品に関する注記

（ 1） 金融商品の状況に関する事項

当社は、資金運用については流動性の確保に留意し、リスクの抑制を図りなが

ら運用する方針です。

預け金は、当社の親会社である石油資源開発㈱がグループ内の資金管理の効率

化を図ることを目的として導入した CMS（キャッシュ・マネジメント・シス

テム）によるものです。

有価証券は、金銭信託であり、信託財産の貸付先の信用リスクに晒されていま

す。毎月、信託財産の運用結果が担当役員に報告され、さらに四半期毎に社長

に報告されております。

（ 2） 金融商品の時価等に関する事項

2026 年 3 月 31 日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額について

は、次のとおりであります。

貸借対照表計上額 時価 差額

1.現金及び預金 5,064,668 千円 5,064,668 千円 ― 円

2.売掛金 224,002 千円 224,002 千円 ― 円

3.預け金 14,740,416 千円 14,740,416 千円 ― 円

4.有価証券 3,000,000 千円 3,000,000 千円 ― 円

(注 1)  金融商品の時価の算定方法並びに有価証券に関する事項  
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1.現金及び預金、 2.売掛金、 3.預け金

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことか

ら、当該帳簿価額によっております。

4.有価証券

金銭信託は短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことか

ら、当該帳簿価額によっております。

9. 賃貸等不動産に関する注記

（ 1） 賃貸等不動産の状況に関する事項

当社は、新潟県新潟市において、主に石油及び天然ガスの生産施設として使用

される賃貸用の土地及び建物並びに遊休地を有しております。

（ 2） 賃貸等不動産の時価に関する事項

貸借対照表計上額 時価

542,589 千円 2,027,977 千円  

（注 1）貸借対照表計上額は、取得原価から減価償却累計額及び減損損失累計

額を控除した金額です。

（注 2）当事業年度末の時価は、固定資産税評価額を基にした金額を使用して

おります。

10. 税効果会計に関する注記

繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

繰延税金資産 

未払賞与 2,614 千円 

退職慰労金引当金 18,682 千円 

退職給付引当金 13,292 千円 

資産除去債務 1,526,302 千円 

ゴルフ会員権評価損 4,539 千円 

森林事業費 17,546 千円 

IOR ガス評価額 11,505 千円 

固定資産減損損失 188,458 千円 

有形及び無形固定資産 28,833 千円 

長期前払費用 3,401 千円 

貯蔵品 13,533 千円 

その他 736 千円 

繰延税金資産小計 1,829,445 千円 

評価性引当額 △ 1,785,730 千円

繰延税金資産合計 43,715 千円 

繰延税金負債

探鉱準備金 352,656 千円 

繰延税金負債合計 352,656 千円
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繰延税金負債の純額 308,941 千円

11. 関連当事者との取引に関する注記

（ 1） 親会社及び法人主要株主等

単位：千円 

会社等の名称 
議決権等の所有 

 (被所有)割合 

関連当事者との

関係 
取引の内容 取引金額 科目 期末残高 

資金の寄託（注 1） 93,007 預け金 14,740,416 

受取利息（注 1） 96,235 未収入金 10,504 

親会社 

原油・天然ガスの販売 

（注 2）
1,870,738 

売掛金 224,002 

買掛金 957 

石油資源開発㈱ 被所有割合 70.6％ 役員の兼任 設備賃貸料（注 3） 119,551 未収入金 1,230 

共同事業費の立替 

（注 4)
1,327,783 

立替金 122,410 
受取ｵﾍﾟﾚｰﾀｰ管理費 

（注 5)
67,341 

派遣料（注 6） 562,564 未払費用 45,753 

（注 1）資金の寄託は、CMS（キャッシュ・マネジメント・システム）にかかるものであり、寄託した資金に対

して適用する利率は、市場金利を勘案して合理的に決定しております。 

（注 2）価格その他の取引条件は、市場情勢を勘案して価格交渉の上で決定しております。

（注 3）固定資産の評価額に基づき、市場情勢を勘案して決定しております。

（注4）共同事業の契約による 46.667％の費用負担額を請求しております。 

（注5）共同事業の契約に基づき、共同事業費の 5％を請求しております。 

（注6）派遣料の支払いについては、実際発生費用に基づいた合理的な水準で決定しております。

なお、当該単価は毎期改定しております。 

（注7）取引金額には消費税等を含めておりません。期末残高には消費税等を含めております。

12. 一株当たり情報に関する注記

一株当たりの純資産額 1,492 円 56 銭  
一株当たりの当期純損失 16 円 21 銭  

13. 重要な後発事象に関する注記

該当する事項はありません。 

14. 記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。
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